
独立行政法人農業環境技術研究所中期計画

制定認可：平成18年3月31日農林水産省指令17農会第1536号

独立行政法人農業環境技術研究所（以下 「研究所」という。）は、 農業をめぐる環境問
題が世界的に重要になり、 食や環境の安全性に関する国民の関心が高まる中で、 農業環
境に関する基礎的な研究を担う独立行政法人として、 農林水産省農業環境技術研究所を
母体に、 平成13年4月に設立された。

研究所は、 第1期中期目標に基づき、 「農業生態系の持つ自然循環機能に基づいた食料
と環境の安全性の確保」、 「地球的規模での環境変化と農業生態系の相互作用の解明」、 「生
態学・環境科学を支える基盤技術」に関する研究を重点的に推進し、 行政や国民のニー

ズに応えてきた。 特に、 ダイオキシンや放射性物質、 カドミウム等化学物質による農産
物汚染、 遺伝子組換え作物や外来生物の農業環境影響や地球規模の環境変動と農業環境
との関係等に関する問題の解決に貢献してきた。 また、 独立行政法人制度を活かして、
グルー プ制、 チー ム制及び併任制の導入による柔軟な組織設計や運営費交付金を財源と
した国際会議の開催、 ポストドクタ ー雇用等、 中期計画を達成するために自主的な運営
を図り、 業務運営の効率化にも努めてきた。

今日、 農産物や環境のリスクに関する社会の関心はますます高まり、 農業環境の保全
及び改善や次世代への継承が大きな課題となっている。 このため、 第2期中期目標期間
においては、 農業生産を支える環境の安全性を確保するため、 農業環境のリスクの評価
及び管理に関する研究開発を重点的に推進し、 リスク低減のための技術開発を加速する
とともに、 これらのリスク研究の基礎的・基盤的研究として、 農業生態系の構造と機能
の解明に関する研究、 農業環境資源の長期モニタリング及び農業環境インベントリーの
構築と利用のための研究を充実・強化する。 これにより得られた成果については、 速や
かに公立等試験研究機関、 大学、 民間、 生産者及び消費者に提供するとともに、 行政や
国際機関における農業環境に関わる政策が合理的かつ効果的なものとなるために貢献す
る。

また、 柔軟な人事管理・業務運営を推進する制度を構築し、 研究の活性化とともに業
務の高度化・効率化をより一層推進し、 質の高い成果の創出とその社会への還元を推進
する。 こうして、 豊かな環境の形成と次世代への継承、 農産物の安全・信頼の確保等に
貢献し、国民の期待に応えていく。

さらに、 業務執行に当たっては、 役職員が社会的責任を自覚し、 高い倫理観と社会的
良識を持って行動することによって、 世界の持続的発展に貢献出来るよう理念の共有を
図る。

第1 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
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